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１．本学の研究上の特色 

 

１－１ 本学の概要 

本学は昭和 35 年、北見市民の熱意と道内国立大学の支援によって、道東地域の産業振興

のための人材育成を担って国立北見工業短期大学として設置された。その後、工業高等専

門学校への移行の要請もあったが、４年制大学を期待している北見市民の力強い運動によ

って、昭和 41 年、北海道の更なる開発振興を担う工業技術者を育成する国立工業大学へと

移行した。短期大学開学当時は２学科 80 人の入学定員であったが、４年制になってから高

度経済成長という社会情勢の後押しもあって学科も増大し、平成５年度の大学設置基準大

綱化に併せた改組によって、現在の６学科、入学定員 410 人を有する大学に成長している。

平成 22 年には創立 50 年を迎えるが、まだ歴史の浅い、地域の期待を担った工業大学であ

る。 

この間、本学は平成９年度に大学院修士課程を改組し大学院博士前期課程及び後期課程

を設置するなど、教育研究体制の整備を着実に図りつつ、我が国の経済の発展を担う産業

界や地域の要請にも応えてきている。大学の第一の使命は若者に夢を与える人材育成であ

るが、一方で研究成果の社会還元も大きな課題である。これらを想定しながら、これまで

大学の規模、構成、及びその役割について自己改革を積極的に推進しつつ、時代の変化に

対応した組織改革を実施してきた。特に地域との連携を図るため、地域共同研究センター、

サテライトベンチャービジネスラボラトリー（SVBL）を設置し、一方で、基盤的研究を推

進するため機器分析センター及び未利用エネルギー研究センターを設置し、基礎と応用の

両面から研究力の向上を図っている。 

このような流れの中で、本学の研究の特色を明確にするため、平成 16 年度の法人化を機

会に４つの重点研究分野を設置した。そのキーワードは「自然と調和するテクノロジーの

発展」である。本学はこれまで大学の立地条件を活かして寒冷地工学等に関連する研究実

績を積み重ねているが、このことを念頭に「個性に輝き、知の世紀をリードし、地域特色

のある研究」を実践するとともに、寒冷地域の大学等との国際的な研究連携を推進し、研

究拠点を構築することを目標としている。また地域との連携を重視して、「地域のニーズに

応え、地域をリードし、地域の発展に貢献する」研究にも取り組んでいる。これら最先端

の工学的学問分野を発展させ、一方で農業地帯にある工業大学として、地域と連携した学

問分野や学際領域における研究を推進することが本学の使命と考えている。これらの取組

を前提に、以下の４重点研究分野に学内資源の集中化を図っている。一つは地域の産業振

興を支援するため、農業地帯に設置された工業大学として、１）バイオ・材料科学分野を

強化している。さらに、２）寒冷域のエネルギー・環境分野、３）社会基盤分野に関する

研究を特色とし、さらに、これらを支える４）情報科学分野を重点研究分野としている。 

 

１－２ 研究の質の向上に関する基本的な目標 

 これまで、本学では研究力を評価する手段として、学術研究論文数を優先してきた。し

かし、法人化前に大学評価・学位授与機構が行った研究評価の試行では、研究業績の質が

問われており、本学でも法人化以降、これに準じた評価を行うように改め、これに対応し

た取組を強めてきた。すなわち、学術研究論文については権威ある論文集にできるだけ多

く投稿するとともに、インパクトファクター（IF)の高い論文集への投稿を評価するように

している。また、知的財産による社会還元も高い評価が得られることから、知的財産の保

有を増進するため、論文投稿前の特許申請を積極的に進めている。これらの研究成果は学
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会賞などとして評価されることもあり、受賞対象研究も高く評価している。一方で、これ

らの研究力を高めるためには高度研究設備の充実が必要であり、「設備整備マスタープラ

ン」を策定して概算要求による獲得を進める一方で、大型科学研究費補助金の獲得やその

他の競争的資金の獲得での設備充実にも組織的に取り組んでおり、徐々に成果を上げてい

る。 

 

１－３ 研究に関する中期目標の状況 

本学の平成 16 年度から 21 年度までの中期目標の中で、研究推進に関わる項目は以下に

示す中項目で３，小分類で 16 項目あるが、それを実現するために 40 項目以上の計画が設

定されており、これらの内容について毎年度全学説明会などを開催して説明し、推進して

いる。既に４年目が終わろうとしており、その成果の概要は報告書（別添資料：中期目標

の達成状況報告書）としてまとめているが、全ての項目において順調に進んでいると自己

評価している。この中で特に外部資金の獲得増大、地域貢献の拡大などが顕著であり、研

究力及び研究発信力が徐々にではあるが高まっている。 

 

（１） 研究水準及び研究の成果等に関する目標 

  目標項目 計画項目数 

・ 目指すべき研究の方向性 

・ 大学として重点的に取り組む領域 

・ 成果の社会への還元に関する具体的方策 

・ 研究の水準・成果の検証に関する具体的方策 

２ 

１ 

３ 

３ 

合計 ９ 

 

（２） 研究実施体制等の整備に関する目標 

  目標項目 計画項目数 

・ 適切な研究者の配置に関する具体的方策 

・ 研究資金の配分システムに関する具体的方策 

・ 研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策 

・ 知的財産の創出、取得、管理及び活用のための具体的方策 

・ 研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的

方策 

・ 全国共同研究、学内共同研究等に関する具体的方策 

・ 学部・研究科・附属研究所等の研究実施体制等に関する特記事項 

４ 

２ 

２ 

５ 

１ 

 

３ 

２ 

合計 １９ 

 

（３）その他の目標 

  目標項目 計画項目数 

・ 地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係わる具体的方策 

・ 産学官連携の推進に関する具体的方策 

・ 他大学との連携・支援に関する具体的方策 

・ 諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 

・ 教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

４ 

４ 

１ 

４ 

２ 

合計 １５ 
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２． 研究組織と支援体制 

 

２－１ 研究組織と教員組織 

大学における研究は、これまで個人の資質と個人の努力に期待して進められてきた。一

方、日本の経済力の根源は科学技術であり、それを支える工学系の研究は問題解決型の研

究だけではなく、イノベーションにつながる取組みが強く求められている。このような将

来展望の研究を進展させるためには、大学における研究も個人の資質に頼る時代から組織

的な研究活動に移行する必要があり、平成 17 年度から重点研究分野の組織化を目指して研

究推進センター（図２－１）を発足させた。 

 

 
 

図２－１ 研究推進のための組織図 

 

このような体制を充実するためには、新規採用人事において重点分野を視野に入れるこ

とが必要になる。本学教員の基本定員は法人化移行時に決められた 152 人であるが、本学

ではこれらの定員を弾力的に運用する事としており、毎年度３カ年間の教員配置計画（表

２－１）を提示し、計画的に進めている。これらの計画は、教育カリキュラムを維持する

観点から作られているが、法人化以降は重点研究分野との関連性を確認する事にしており、

研究分野についても本学の方針に合致した人材採用が進んでいる。 

なお、平成 20 年度以降、教員は学科に所属しないで工学部の４つのグループ（図２－２）

のいずれかに配属し、各学科に派遣される方式となる事から、学科が研究母体でなく、研

究分野あるいは研究推進センターなどが母体となってプロジェクト型研究が進められる体

制となる。 
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表２－１ 平成18年～20年度 人事計画（案） 

学 科 等 
対象

年度 

異動・退職者の 

教育研究分野 
新規採用分野 備 考 

機械システム工学科 18 

18 

19 

加工システム工学 

材料プロセス工学 

流体エネルギー工学 

熱エネルギー分野の強化 

 

メカトロ・生産システム 

 

学長裁量 

電 気 電 子 工 学 科 18 

18 

電力システム工学 

集積エレクトロニクス 

電気エネルギーシステム分野  

学長裁量 

情報システム工学科 19 認識と学習 画像情報工学、医工連携  

化学システム工学科 20 

20 

生物化学工学 

無機物理化学 

バイオ・食品関係 

バイオ食品関係 

 

機 能 材 料 工 学 科 20 機能材料分析   

土 木 開 発 工 学 科 18 

19 

19 

19 

20 

雪氷学 

都市環境工学 

地下空間工学 

水工学 

水工学 

物理関連で採用 

都市環境工学を継続 

 

河川環境、海岸工学関連 

防災関係 

 

 

学長裁量 

共  通  講  座 18 社会学 語学教育の充実で採用  

セ ン タ ー 関 連 18 保健管理センター 内科・精神科で採用  

 

 

図２－２  教員の所属形態 

 

表２－２は、現時点での各学科の教員構成と各重点研究分野への参画状況を示している

が、研究推進センターに所属している教員比率は既に 50％を超えている。なお、研究推進

センターには所属していないが重点研究分野に該当する研究を行っている教員数を加える

と、教員の 80％近くが重点研究分野を支える研究組織になっている。 
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表２－２ 学科等別専任教員数（平成 19 年 10 月１日現在） 

学科等名 
教授 准教授 

（講師を含む。）

助教 

 

機械システム工学科 ７（５） ７（４） ７（３） 

電 気 電 子 工 学 科 ８（３） ８（４） ７（４） 

情報システム工学科 ９（３） ９（５） ５（２） 

化学システム工学科 ６（５） ８（２） ５（４） 

機 能 材 料 工 学 科 ７（５） ７（４） ２（２） 

土 木 開 発 工 学 科 ９（５） １０（７） ７（３） 

共 通 講 座 ５（０） １０（０） ０ 

各 セ ン タ ー 等 ４（３） ７（６） ０ 

合   計 ５５（２９） ６６（３２） ３３（１８） 

    （）内は重点研究分野の研究推進センター構成員 

 

２－２ 研究支援体制 

研究推進には教員の連携が重要であるが、さらに研究支援体制の整備も重要である。そ

の一つに技術員の支援体制がある。本学は技術部組織（表２－３）を学科から完全に独立

させ、教育支援、研究支援、大学共通業務支援などの教職員からの派遣申請依頼内容を検

討し、技術員の適性、負担などを考慮し、依頼先に派遣する方式を取っている。その業務

の全体の内訳は資料（表２－４）のようになっており、また、技術員の適性に応じて多く

の依頼（表２－５）に応える技術員も多数存在する。また、派遣先の評価及び技術部組織

内での評価を実施しており（表２－６）、業務達成率が適切でない場合には次年度の派遣に

反映させるなどの改善も進めている。現状では重点研究分野への派遣を優先するまでには

至っていないが、業務の拡大に対応して重点的な派遣方式も検討している。 

 

表２－３ 技術部組織と構成員 

第一係長 係員３人 

第二係長 

技術専門職員 

係員４人 

技術長（共通支援担当） 

副技術長（共通支援担当）

第三係長 係員３人 

第四係長 係員４人 

第五係長 係員３人 

技術長（教育研究担当） 

副技術長（教育研究担当）

第六係長 

技術専門職員 

係員４人 

 

 

 

総括技術長 

 

（技術職員

総数 37 人） 

専門技術長（研修担当） 技術専門職員２人  

 

表２－４ 派遣業務依頼件数 

 支援業務区分 

年 度 全 体 全学共通 教育支援 研究支援 保守管理 その他 

平成 17 年度 ３１７ ３０ ９４ ８１ ７４ ３８ 

平成 18 年度 ２７８ ２８ ９６ ６５ ４１ ４８ 

平成 19 年度 ２５８ ５２ ９１ ６４ ４６ ５ 
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表２－５ 技術員派遣例 

技術員氏名：○○○○ 

業務内容 派遣先 派遣期間 

全学 教育 研究 保守 他 備考 

総務課 2007-04-01～2008-03-31 ○     保守・管理 

入試課 2007-11-01～2008-01-31 ○     入学意志確認システム修正 

施設課 2007-06-11～2008-03-31 ○     薬品管理システムのソフトウエア制作 

Ａ教員 2007-10-01～2008-03-31  ○    情報システム工学実験 1Ｖ 

Ｂ教員 2007-04-19～2007-08-31  ○    プログラミング入門 

Ｂ教員 2007-04-01～2008-03-31   ○   音声認識に関する研究 

Ｃ教員 2007-04-23～2008-03-31   ○   高度３次元可視化に関する研究 

総務課 2007-04-01～2008-03-31    ○  保守・管理（法人文書） 

総務課 2007-04-01～2008-03-31    ○  保守・管理（スケジュールサーバ） 

Ｄ教員 2007-04-23～2008-03-31    ○  保守・管理（共通機器室） 

Ｂ教員 2007-04-01～2008-03-31    ○  保守・管理 

Ｅ教員 2007-04-01～2008-03-31    ○  保守・管理 

学生支援課 2007-04-01～2008-03-31    ○  保守・管理 

Ｂ教員 2007-07-28～2007-07-28     ○ オープンキャンパス体験学習実施担当 

 

表２－６ 派遣先及び自己評価結果の分布（平成 18 年度） 

評価 
Ａ 

極めて良好 

Ｂ 

良好 

Ｃ 

普通 

Ｄ 

要努力 

派遣先（％） 51.1% 37.4% 11.5% 0.0% 

自己評価（％） 27.7% 35.3% 36.0% 1.0% 

 

もう一つの重要な支援制度は非常勤研究員（ポスドク）の配置であり、学長裁量経費、

間接経費などを活用してできるだけ多くの支援体制を構築している。優先的な配置は SVBL

関連の研究、研究推進センターのプロジェクト研究であるが、特例的な配置もある（表２

－７）。また、これに準ずる支援体制として特任講師、研究支援推進員を各１人採用してい

る。 

 

表２－７ 非常勤研究員（ポスドク）の採用実績 

分  野 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 

SVBL 系 5 6 5 5 

研究推進センター系 7 4 11 10 

その他 1 2 4 5 

 

 博士後期課程の学生に対しては、博士前期課程の学生あるいは教員の研究補助を目的と

する RA 制度を設けており、社会人学生を除くほとんどの学生がこの制度の下で研究補助活

動を行っている（表２－８）。 
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表２－８ リサーチアシスタント（RA）の実績 

専  攻 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 

システム工学専攻 １６（３４） １７（３４） ７（２３） ７（２６） 

物 質 工 学 専 攻 ９（１４） １０（１５） ７（１２） ５（８） 

※（）内の数字は専攻内の全学生数 

 

２－３ 研究施設・設備整備 

本学の共通的研究施設面積は、総合研究棟あるいは改修工事にあわせて拡大しており、

全体で 39 室、2,227ｍ2になっている。このうち、申請内容を審査し、使用許可が出されて

いるのは、地域共同研究センター、機器分析センター、SVBL 及び共通研究室である。特に、

SVBL の利用許可は外部委員の審査結果をもとに成果の期待できるテーマを中心に貸与され

ている（表２－９）。共通研究室も理事を中心とした委員会で採択を決め、３年を限度に利

用許可を出している（表２－10）。 

 

表２－９ SVBL 関連研究室利用グループ採択状況 

年  度 申請件数 採択件数 備  考 

平成 16 年  18（研究テーマ数） 公募方式ではない 

平成 17 年  18（研究テーマ数） 公募方式ではない 

平成 18 年 11 ６  

平成 19 年 6 ６  

 

表２－10 共通研究室利用者状況 

年  度 申請件数 採択件数 備  考 

平成 16 年 3 3 3 年間 

平成 19 年 4 4 3 年間 

 

 研究成果の高度化、活性化には先端的設備の導入が欠かせない。一方で、国の財政難か

ら設備更新などは極めて厳しい状況になっている。本学としては、今後の研究展開との関

連で重点的に取り組む分野の特別教育研究経費を申請し、これらの要求の中で大型設備を

導入するようにしている（表２－11）。本年度は特に「設備整備マスタープラン」（図２－

３）を制定し、年次計画的に設備更新を要求しているが、まだ採択には至っていない。一

方で、化学系のネットワークでの全国的な設備更新要求にも参画して、高度機器の更新に

取り組んでいる。学内的にも学長裁量経費の最大枠を 800 万円として、年に３件程度は学

内予算でも新設設備の導入を可能にしているがまだ十分とはいえない（表２－12）。一方、

科学研究費補助金、科学振興調整費あるいは NEDO の大型予算を伴う課題の獲得に合わせて

導入された機器も増えており（表２－13）、今後は大型の競争的資金を目指すことによって、

高度機器の導入を促進する予定である。 
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２０年度

平成２０年度概算要求 設備マスタープラン 整備年次計画

今中期計画期間 次 期 中 期 計 画 期 間
２８年
度

以降
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

多機能表面
ナノ組織解析

システム

インテリ
ジェント

超音波探傷
映像装置
システム

高性能電子
スピン

共鳴装置
システム

レーザー
発光分析
システム

平成２０年度に整備できなかった設備については翌年度以降に再検討する

電子計測
制御式

万能試験機
Ｘ線回折装置

機能材料
総合評価
システム

核磁気共鳴
分光測定

装置

多孔性個体
試料評価
システム

同軸円筒鏡型
エネルギー

分光システム

次期中期
計画

期間中に
決定

高速キャンパス
情報ネットワーク

システム

材料表面のナノ組織を
高精度で解析できる。現有の

設備は老朽化が激しく、法人の
自助努力で維持している

超音波による材料診断
材料内部の欠陥、組織を

高精度で評価できる。現有の設備
は機能の老朽化が激しい

様々な物質の電子構造の詳細
な情報を得ることができる。

現有設備は老朽化による測定
感度及び制度が劣化

自助努力
による
設備
更新

２０年度

平成２０年度概算要求 設備マスタープラン 整備年次計画

今中期計画期間 次 期 中 期 計 画 期 間
２８年
度

以降
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

多機能表面
ナノ組織解析

システム

インテリ
ジェント

超音波探傷
映像装置
システム

高性能電子
スピン

共鳴装置
システム

レーザー
発光分析
システム

平成２０年度に整備できなかった設備については翌年度以降に再検討する

電子計測
制御式

万能試験機
Ｘ線回折装置

機能材料
総合評価
システム

核磁気共鳴
分光測定

装置

多孔性個体
試料評価
システム

同軸円筒鏡型
エネルギー

分光システム

電子計測
制御式

万能試験機
Ｘ線回折装置

機能材料
総合評価
システム

核磁気共鳴
分光測定

装置

多孔性個体
試料評価
システム

同軸円筒鏡型
エネルギー

分光システム

次期中期
計画

期間中に
決定

高速キャンパス
情報ネットワーク

システム

材料表面のナノ組織を
高精度で解析できる。現有の

設備は老朽化が激しく、法人の
自助努力で維持している

超音波による材料診断
材料内部の欠陥、組織を

高精度で評価できる。現有の設備
は機能の老朽化が激しい

様々な物質の電子構造の詳細
な情報を得ることができる。

現有設備は老朽化による測定
感度及び制度が劣化

自助努力
による
設備
更新

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ 設備整備マスタープラン 

 

表２－11 特別教育研究経費（研究関連）要求一覧（平成 16 年度～平成 20 年度） 

年度 新規・継続 要求事項 実施主体 要求額 配分額

新規 
ハイセキュリテイネットワーク上での高度３次元可視

化システム 
情報処理センター 141,900 134,800

16 年度 

新規 700MHz 超伝導核磁気共鳴分析システム 機器分析センター 200,000 8,870

17 年度 新規 
バイオ資源メタン化とそのハイドレート化に関する研

究創出事業 
未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 80,400 9,000

18 年度 継続 
バイオ資源メタン化とそのハイドレート化に関する研

究創出事業 
未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 18,000 8,730

19 年度 新規 
環オホーツク環境研究ネットワークの構築 

－環オホーツク圏における生産環境の将来予測－ 
未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 43,000 19,040

継続 
環オホーツク環境研究ネットワークの構築 

－環オホーツク圏における生産環境の将来予測－ 
未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 19,040 19,000

20 年度 

新規 
寒冷地バイオ資源活用によるバイオリファイナリー創

出研究推進事業 

北方圏バイオ資源創成研

究推進センター 
55,800 30,800

                                            （単位：千円） 

表２－12 ◆運営費交付金等（学長裁量経費） 

物品名・メーカー・規格 

透過電子顕微鏡用ｽﾛｰｽｷｬﾝｶﾒﾗｼｽﾃﾑ 日立ﾊｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ、偏光ｾﾞｰﾏﾝ原子吸光光度計 ㈱日立ﾊｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ Z-2700、高度 3次

元可視化ｼｽﾃﾑ、可動式CAVEｽﾄﾗｸﾁｬｰ 日商ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ 特型、ﾊｲｾｷｭﾘﾃｨﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ、ﾘｱﾙﾀｲﾑPCR解析ｼｽﾃﾑ ﾊﾞｲｵﾗｯﾄﾞ Chromo4、

小型光造形ｼｽﾃﾑ一式、小型ﾋｭｰﾏﾉｲﾄﾞﾛﾎﾞｯﾄ HOAP-3 ﾉｰﾄ PC 版、小型真空蒸着装置 ｱﾙﾊﾞｯｸ機工 VPC-410(特)、射出成形ｼｽ

ﾃﾑなど 



 - 9 -

表２－13－１ ◆科学研究費補助金 

物品名・メーカー・規格 

RTK-GPS ｼｽﾃﾑ ﾄﾌﾟｺﾝ GR2000 GGDM、RTK-GPS ｼｽﾃﾑ ﾄﾌﾟｺﾝ、ﾊｲｽﾋﾟｰﾄﾞｶﾒﾗ FASTCAM-PCI 1KC、加熱真空拡散反射装置ｼｽﾃﾑ 島

津 FTIR-8300、電気化学測定ｼｽﾃﾑ 英国ｿｰﾗﾄﾛﾝ社 1255WB、ﾏｲｸﾛ波/ﾐﾘ波放射計ｼｽﾃﾑ 36GHz 受信機 MMR-36RX、マイクロ波

放射計ＭＭＲＳ制御装置、真空高温型示差走査、熱量計 DSC-6300-VS、ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾚｰｻﾞｰﾗﾏﾝ分光光度計 RMP-210ST、試料

観察システム、㈱ｱﾙﾊﾞｯｸ製 ｽﾊﾟｯﾀ装置 MNS-2000KS 、高精密シリンジポンプ 500D 型形状可変鏡、ＤＭ５２（ＤＥ

６４ドライバー付き、銀コート）、液体急冷凝固装置 ＮＥＶ－Ａ０５型、マイクロ波海洋観測システム MMR２本体セ

ット、ＤＰＳＳレーザ ＬＣＳ－ＤＴＬ－３７４ＱＴ－２０、大型製氷機 Ｆ－１０００ＳＢ、アイマークレコーダ Ｅ

ＭＲ－８Ｂ、無人気象観測装置など 

 

表２－13－２ ◆NEDO 

物品名・メーカー・規格 

全自動多目的 X線回折装置 PANalytical 社 XPertPRO XCelerator 仕様 ｸﾞﾗﾌｧｲﾄﾓﾉｸﾛﾒｰﾀ付、高真空原子層成長装置 

VCE-ALD2102K、微小領域 X線分析装置 日本電子製 JED-2300、日本電子 走査型電子顕微鏡 ＪＳＭ‐６３９０ 

 

表２－13－３ ◆科学技術振興調整費 

物品名・メーカー・規格 

濾過圧搾機、パルパーうらごし機 PLS-41S、スープフィニッシャー SF-1、凍結乾燥機、自動計量機 型式 FW-100SA

型、オートラベラー F208PX-RUD、トプコンＧＮＳＳ受信システム、ミクロパウダー 槙野産業・ＫＧＷ－５０１Ｓ 
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３． 研究活動の状況Ⅰ（学術論文増加に向けた取り組みと成果） 

 

３－１ 査読付き学術論文数の着実な増加 

 毎年度、学長と副学長とで学科との懇談を行い、各学科の研究力、教育力などについて

意見を交換している。特に、研究発表などの研究発信力は、その後の外部資金の獲得にも

影響することから、積極的に取り組むよう各学科等に求めている。現時点では、査読付き

学術研究論文の発表状況(共著論文も 1編としてカウント)は、平成 16 年度 239 編、平成 17

年度 245 編、平成 18 年度 242 編と、教員一人当たりの論文数は年 1.5 編程度となっている

が、年間 1.8 編程度を目標とすることを全学説明会で求めている（表３－１）。一方、研究

の質の評価については、本学の教員評価制度の中でインパクトファクター(IF)を評価する

ように改めた効果もあって、IF が 2.0 以上の論文誌への掲載件数は平成 16 年度 15 編、平

成 17 年度 20 編、平成 18 年度 24 編と増大の傾向が認められる。 

 

表３－１ 年度別教員一人当たりの論文数 

和 文 ＋ 英 文 
学  科 

１５年 １６年 １７年 １８年 平均 

機械システム工学科 1.32 1.00 1.78 2.25 1.56 

電気電子工学科 1.14 1.95 1.61 1.78 1.63 

情報システム工学科 0.48 0.44 0.50 0.83 0.56 

化学システム工学科 2.06 1.90 1.10 1.70 1.68 

機能材料工学科 2.24 4.00 4.00 3.41 3.39 

土木開発工学科 1.64 1.59 1.79 1.17 1.55 

共通講座 0.58 0.85 1.00 0.50 0.73 

センター等 3.00 0.20 1.00 0.80 0.94 

合 計 1.37 1.53 1.61 1.61 1.53 

 

なお、学術論文の共著者の状況を調査したところ、この３年間の本学教員間での共著論

文が 40％程度となっている。本学では平成 17 年度からプロジェクト研究を活発化させるこ

とを目的として、４重点研究分野の下に 14 の研究推進センターを設置し、各センターには

センター長を置き、組織的な活動を推進している。共著論文の増大はこのような組織的取

組の成果でもある。 

 

３－２ 国際会議での発表奨励 

研究の国際化が問われており、インパクトファクター(IF)の高い論文誌への投稿、権威

のある国際会議での発表を奨励している。これを支援するため、学長裁量経費あるいは大

学後援会 KIT げんき会から旅費の一部を支給しており、若手教員等の国際会議での発表機

会の増大を図っている。また、博士課程の学生の海外発表支援についても学生後援会が行

っており、毎年数件の発表が支援されている（表３－２）。これらの支援体制もあって、発

表件数は平成 16 年度 135 件、平成 17 年度 149 件、平成 18 年度 148 件と着実に増加してい

る。 

        表３－２ 経費の支援を受けた国際会議での発表 

分  野 平成 16年 平成 17 年 平成 18 年 

KIT げんき会支援（国際交流基金） ４ ４ ４ 

学生後援会支援 １１ １６ １０ 

学長裁量経費支援 ７ ６ ３ 

合  計 ２２ ２６ １７ 
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３－３ 教員評価制度によるインセンティブの付与 

 研究力の評価が適切に行われ、それが研究費や処遇の面に反映させることがインセンテ

ィブになることから、法人化後の教員評価制度で多用な活動を評価している。研究評価の

中では、過去 10 年間論文数、最近２年間の論文数とインパクトファクターの評価、外部資

金の獲得、論文賞の受賞、特許申請・取得、国際会議の主催などの項目が考慮されている。

これらの詳細については、「７．研究評価制度と評価結果の概要」で説明するが、いろいろ

な項目で成果が上がっている。特に、最近２年間の研究業績（学術論文数と IF で評価）は

平成 16 年度を 100％として、平成 17 年度 115．2％、平成 18 年度 125％と着実に増加して

いる。 
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４． 研究活動の状況Ⅱ（外部資金獲得の取り組みと成果） 

 

４－１ 科学研究費補助金の採択状況 

大学全体の研究力を評価する際に、競争的資金の獲得力が問われており、この点が平成

20 年度の運営費交付金の中でも「教育研究活動活性化経費」として評価されている。基礎

的な研究については科学研究費補助金の採択状況が一つの指標となることから、様々な取

組を進めてきた。例えば、教員評価制度での中で科学研究費補助金に申請したことを評価

している。また、採択された場合は、その採択金額に応じた評価も行っている。その他の

取組として、毎年、文部科学省の科学研究費補助金担当部署に依頼し講演会を開催してい

る。なお、昨年度からは、これに合わせて基盤研究Ａを獲得している教員にも協力しても

らい、「科学研究費補助金獲得パワーアップセミナー」を開催している（図４－１）。また、

研究推進戦略タスクフォース（TF）内に「科研費採択推進チーム」を形成し、申請書のレ

ビューなどを多重化することにより、申請内容のブラッシュアップを図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ 科学研究費補助金パワーアップセミナーの案内 

 

特に、大型科学研究費の獲得は、研究力アップと同時に間接経費の拡大にもつながるこ

とから、組織的な対応を進めている。この中心となるのが 14 の研究推進センターであり、

平成 19 年度は約半数の教員が研究推進センターの研究組織に参加している。これらの研究

推進センターからこの３年間に基盤研究 A、特定領域研究、若手研究 A への申請は 25 件と

なり、このうち６件が採択されている。 

その結果、科学研究費補助金は、法人化移行時の平成 16 年度に 41 件、66,430 千円であ

ったものが、着実に増加し、平成18年度は 43件、139,990千円、平成 19年度は 44件、148,940

千円と大幅に増加しており、活動の成果が上がっている。 

 

４－２ その他の競争的資金などの獲得状況 

１） 共同研究 
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本学の地域共同研究センターは平成４年度に全国 24 番目に設置された。このように早い

時期に設置されたのは、共同研究が着実に拡大していたことが評価された結果である。そ

の後も地域共同研究センター長が中心となって地域との連携に対する取組みを進めた結果、

教員一人当たりの共同研究件数が全国１位になったこともある。最近でも道東地域の 15 市

町、３公設試等に産学官連携推進員・協力員を 33 人配置し、地域のニーズなどの情報収集

と本学の取組みなどの情報発信を行っている。これらの地道な努力の結果、共同研究の受

入状況は平成 16 年度に 83 件、102,026 千円、平成 17 年度 90 件、108,223 千円、平成 18

年度 91 件、114,024 千円、平成 19 年度は現時点で 92 件、102,730 千円と着実に増加して

おり、教員一人当たりの共同研究実施件数（0.71 件／教員）は全国の理工系国立大学法人

の中で上位クラスに位置している。注目すべき点は、共同研究の対象地域の 40％以上が本

学の位置するオホーツク圏であり、道内との共同研究は 60％を超えている点である。この

ことは、本学が地域にある大学としてその役割を十分果たしていることを示している。企

業規模としては、中小企業が多く、約 37％を占めている。また、大企業との共同研究は 23％

であり、地域の中小企業のニーズに応えているといえる。 

２）受託研究 

受託研究には様々なものがあるが、政府機関が公募しているもの、民間財団が募集して

いる課題などを中心に応募を促進するため、対象となる教職員に向けて随時情報を発信し

ている。また、平成 17 年度から新たに JST が公募を開始した「シーズ育成試験・シーズ発

掘試験」については、説明会を開催するとともに、50 件以上の申請を目指し、学長が対象

者に直接申請要請を行うなどしている。この申請書は地域共同研究センターの専任教授・

准教授が中心となってブラッシュアップを行った上で提出しており、その結果、平成 17 年

度４件の採択数が、平成 18 年度は７件、平成 19 年度は 14 件と大きな成果を挙げている。

このほかにも大型の予算獲得を目指し、学長、理事などが北海道経産局、北海道開発局、

北海道庁、NEDO，産総研、JST などに対して本学の研究状況などの説明を行っている。この

結果、受託研究は平成 16 年度 12 件 23,937 千円、平成 17 年度 15 件、42,475 千円、平成

18 年度 20 件、97,795 千円、平成 19 年度 30 件 132,415 千円となっている。 

 特に注目すべき受託研究を２,３例挙げると次のようなものがある。一つは、科学技術振

興調整費（地域再生人材創出拠点の形成）で採択された「新時代工学的農業クリエータ人

材創出プラン」であり、本学の位置する地域特性を考慮し、第１次産業地帯に位置する工

業大学として、公共投資が厳しい建設業の第１次産業関連業種への転換を支援するために、

工学を活かした循環型・環境調和型、さらに GPS/GIS 活用精密型の農林水産業とその産品

の安全、安心、健康を考慮した食品加工技術を含む工業化に向けた工学的農業クリエータ

の人材育成を実施している。また、経済産業省の「産学連携製造中核人材育成事業」では、

地域産業団体と本学が連携して、食品産業への参入促進に必要とされるステンレス等の難

加工材の寒冷地施工管理技術を習得する中核人材育成事業を実施している。なお、経済産

業省の地域コンソーシアム事業にもこれまで 12 件採択されており、道内では北海道大学に

ついで多い採択件数となっている。平成 19 年度は「地域新生コンソーシアム研究開発事業」

として、本学と東京農業大学、道立工業試験場、道立オホーツク圏食品加工技術センター

が研究共同体（コンソーシアム）を構成し、地域で採取されるハマナスからポリフェノー

ル等の有効物質を低コストで抽出する技術の確立を目指している。同様の課題として、JST

の「地域イノベーション創出総合支援事業」があるが、ここでは本学と札幌医科大学、東

京農業大学がハマナス等の北方系植物に含まれる有用物質を活用する生活改善食品と高信

頼性癌個性診断用蛋白質の開発を行っている。これらの研究機能を強化するために、平成

18 年度より JST イノベーションプラザ北海道「医食ゲノミクス研究室」北見分室が本学地

域共同研究センターに設置されている。なお、NEDO の産業技術研究助成事業にも採択され

ており、採択された「Si-ULSI における次々世代 45～32nm ノードに適用可能な高信頼 Cu 配

線系におけるナノ界面形成技術の構築」は新たな薄膜形成技術として期待されている。 
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３）奨学寄附金 

 企業等からの個人に対する寄附、あるいは大学後援会などから大学に対する寄附がある

が、その件数と金額は、平成 16 年度の 95 件、64,652 千円から平成 18 年度は 77 件、51,431

千円と減少している。この一因として、寄附に対する税制面でのメリットが少ない事もあ

るが、共同研究での連携を依頼することもあってこのような結果になっていると考えてい

る。 

 

 以上に述べた外部資金全体の獲得状況は平成16年度に225件、291,640千円であったが、

平成 17 年度 207 件、308,010 千円、平成 18 年度 234 件、423,740 千円、平成 19 年度は現

時点で 231 件、427,335 千円と着実に増加している（図４－２外部資金受入状況）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２ 外部資金受入状況（※平成 19 年度は１月末現在の数字） 

 

４－３ 国際会議の開催 

 本学が主催・共催している国際会議は、国際共同研究の成果発表会、交流協定を結んで

いる大学との共同開催、あるいは研究グループが中心となったものがある。 

平成 16 年度には中国の協定大学２校と電気通信大学とで２年おきに開催するシンポジウ

ムが本学で開催された（International Workshop on Modern Science and Technology 2004、

発表件数 69 件、３カ国 85 人参加）。平成 17 年度はメタンハイドレート関連の国際会議を

開催し、論文集も発行している（Gas Hydrates for the Future Energy and Environment、

発表件数 40 件、５カ国１地域 80 人参加）。平成 18 年度には本学が母体となっている 21 世

紀水処理技術懇話会主催の日中韓合同セミナーが開催され（発表件数７件、参加国数：３

カ国）、また、中国武漢科技大学で行われた５大学共催の国際会議に参加している

（International Workshop on Modern Science and Technology 2006、発表件数 61 件）。

さらに、平成 19 年３月に理事と地域共同研究センター長が米国アラスカ大学（フェアバン

クス校）を訪問し、国際教育研究連携の打ち合わせを行った。その後平成 19 年６月に両校

において国際連携協定が締結され、平成 19 年 10 月には「2007 北極圏寒冷地工学国際ワー

クショップ」（発表件数 12 件、参加国数：３ヶ国）が開催された。 
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５．研究推進関連センター等の活動状況 

 

５－１ 地域共同研究センターの活動 

 地域共同研究センターはセンター長の下に専任教授・准教授を配置し、表５－１のよう

な構成となっている。これらの教職員スタッフで、技術相談、共同研究の契約、研究シー

ズ集の刊行などに取り組んでいるが、その他に産学官連携推進員８人、産学官連携推進協

力員 25 人を地域から推薦してもらい、これらの委員と年数回、本学を会場にしてあるいは

地域に出向いて会議を開催している。その他に、客員教授を 10 人程度任命し弁理士・弁護

士からは知的財産権の重要性を、世界的な発明者・有名企業人からは着想と展開および企

業最前線の状況を、ベンチャー企業者からはそのノウハウ等について「総合工学Ⅱ」とし

て正規カリキュラムに組み込む講義を実施し、市民へも公開授業とし、地域の意識改革・

技術力向上などに取り組んでいる。 

 

表５－１ 地域共同研究センターの組織構成 

職名 人数 備考 

センター長 １人 学内学科教授兼任 

専任教員 教授１人，准教授１人 教授は知財本部長を兼務 

産学官コーディネータ

ー 

常勤１人、非常勤３人 非常勤の２人は札幌、東京

のサテライト 

研究補助員 １人 工農教育アソシエイト 

産学官連携推進員 ８人 北見市、商工会議所など 

産学官連携推進協力員 24 人 近隣市町、連携大学など 

客員教授 10 人  

 

平成 19 年度の特徴的な取り組みとして、札幌サテライトで開催された技術士支援育成講

座がある（表５－２）。この講座には 18 名が受講し、本学出身の技術士 10 名が 10 数回の

講座を担当したこともあり、熱のこもった指導に受講者の評価も高かった。この受講者の

内２名が学科試験を合格しており、次の面接試験結果を期待している。 

 

表５－２ 平成 19 年度技術士講座の実施計画の例 
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５－２ 機器分析センターの活動 

研究力の向上には高度分析機器の充実が必要不可であり、これらの集約と利用の拡大を

目的として機器分析センターを設置している。機器分析センターは、常に最先端の高額機

器の設置を目指す必要があり、そのために設備整備マスタープランを立案し概算要求に対

応している。また、地域の技術力・研究力を高めるとともに高度機器の学外利用の推進を

図るため、機器分析センターのホームページに利用可能な機器仕様の説明を掲示し、共同

利用の促進を目指している（図５－１ 機器分析センター設置機器概要 ホームページ抜

粋）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 機器分析センター設置機器概要 ホームページ抜粋 

 

５－３ 研究推進センターの活動状況 

先にも示したように、法人化移行時に重点研究部門を設定して、これら重点研究部門と

既存のセンターの連携を図ることを目標に掲げている。このことを達成する第一ステップ

として、センター長を４重点研究部門の部門責任者とし、その下に研究推進センターを設

置している。その概要は以下のようになっているが、平成 20 年度は組織見直しの時期とな

っており、研究実績に基づき再編を検討することとしている。重点研究部門と既存のセン

ターの連携を行った成果として、科学研究補助金の拡大がある。申請時の分野を超えた連

携と研究推進センター長、部門責任者のブラッシュアップの効果により、大型の科学研究

費採択につながっている。また、研究推進センター開催の学内公開勉強会などが頻繁に開
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催されるなど、情報発信力が高まっている（表５－３成果報告一覧 18 年度）。共同研究の

受入とその分担についても研究推進センター間で連携できるなど、徐々に成果が上がって

いる。 

表５－３ 成果報告一覧（平成 18 年度） 
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・エネルギー・環境部門（総括：未利用エネルギー研究センター）ではメタンハイドレー

ト資源調査研究、合成ハイドレート利用に関する研究、バイオメタンのナノ炭素化技術

および炭素系複合導電材料の開発、木質系バイオマスの活用、風力などの自然エネルギ

ー活用、などの研究において実績を上げている。 

・バイオ・材料科学部門（総括：機器分析センター）ではナノテクノロジーによる材料表 

面精製、加工の研究、水素製造の効率化研究、バイオリファイナリーと循環型社会の研

究、医工連携技術に関する研究、などを実施し成果を上げている。 

・情報科学部門（総括：情報処理センター）では地域活用型Ｕ－ラーニングの研究、光・ 

マイクロ波の回路素子設計に関する研究、高度３次元可視化技術の研究、などを実施し、

実用化を目指している。 

・社会基盤部門（総括：地域共同研究センター）では寒冷地工学関係の研究を統括すると

ともに、地域地震防災に関する研究、雪氷科学・雪氷災害に関する研究、GPS／GIS を利

用した高性能除雪に関する研究で成果を上げている。 

 

５－４ ＳＶＢＬ( Satellite Venture Business Laboratory)の活動状況 

 平成 14 年度に設置された SVBL は、基本テーマ「インテリジェントソフトウエア技術を

利用した福祉社会システム構築に関する基礎技術の開発」を掲げ、①インテリジェントソ

フトウエア、②バイオモーション、③介護支援、の３つの技術部門が連携して研究開発を

行っている。本組織は学内で最も進んだ評価制度のもとに成果を挙げている。すなわち、

実施したい研究課題を毎年度学内公募しており（表５－４）、申請課題の SVBL の基本方針

に対する合致性、社会還元の可能性、研究組織の適切性などを本学の客員教授、監事等が

評価し採択を決定している。予算配分も審査評価結果を反映させて配分するなど、成果を

期待した採択方式となっている（表５－５）。また、平成 18 年度から若手研究者の萌芽的

研究助成も開始し、年に数件助成している（平成 18 年度４件、平成 19 年度４件）。なお、

SVBL 単独で発表会を毎年実施し、成果を学内外に発信することにも積極的に取り組んでい

る（図５－２）。 
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表５－４ ＳＶＢＬ研究課題公募要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５－５ 平成 18 年度申請課題の外部評価一覧 
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図５－２ ＳＶＢＬ オープンラボ（研究報告会）資料 
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６．研究活動面での社会貢献 

 

６－１ 研究情報の発信 

工学系の研究は、イノベーションの基となるような基礎的なものから、ベンチャー企業

を立ち上げる応用的な研究と幅が広いが、最終的には産業界あるいは地域に成果を還元す

ることを目指さなくてはならない。そのためには、大学が持つシーズの発信と社会のニー

ズの把握は欠かすことが出来ない。 

 本学のシーズ発信は様々な形態で行っているが、全国への発信を考えるならばホームペ

ージが最大の媒体となる。ホームページ上には研究者総覧、研究概要紹介、研究推進セン

ターの取組み、各センター概要などが掲載されている。一方、紙媒体でも多くの発信をし

ており（地域連携・研究戦略室 2,000 部、研究推進センター3,000 部、ＳＶＢＬ年報 2,200

部）、大学関連機関、同窓会会員、KIT 元気会会員、市内の公共機関などに配布している。

また、新聞を使った広報も開始しており、新聞社との提携を機会にシリーズ的に掲載を進

めることにしている（別添資料：１面広告）。 

 さらに、昨年度から卒業研究発表会、修士論文発表会も市民に公開している（図６－１ 

公開の新聞報道）。また、東京サテライト、札幌サテライトを利用した情報発信にも努力し

ている（図６－２）。 

 

図６－１ 公開の新聞報道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－２ 過去３年間のサテライト活動 
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６－２ 地域との連携活動 

地域との連携活動は、本学理事が議長を務める北見市産学官連携協議会が統括している。

この会には市内の主な産業界組織の長が委員となっており、北見市の産業ビジョンの策定

などを行っている。ここでの活動の成果としては、平成 18 年度からスタートした経済産業 

省の地域中核都市振興事業に採択されとことであり、北見ビジョンとして産学官が連携し

た 38 の事業展開を開始している（表６－１ 別添資料：北見ビジョンの資料）。この採択

に併せて北見市と北見市商工会の支援でオホーツク産学官融合センターが設置され、本学

地域共同研究センターに事務所を構えている。また、これらの事業を支援する事を目的に、

中小企業基盤機構の北見オフィスを本学地域共同研究センターに開設した（図６－３）。 

 

表６－１ 北見地域産業振興ビジョン工程表（農業の例） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－３ オホーツク産学官融合センター 
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なお、地域共同研究センターは、独自に地域のニーズを把握する事を目的とした取組み

を行っている。現在、オホーツク地域の市町村あるいは公設研究機関に連携推進員を配置

しており、本学あるいは地域に出向いての意見交換会を多く実施している（表６－２）。 

 

表６－２ 平成１９年度連携推進員協議会の活動 

 ４／２６（水） ●北見工業大学地域共同研究センター推進協議会総会（外部会議） 外部会議 

 ５／２９（火） ●北見市産学官連携推進協議会 （外部会議） 外部会議 

 ６／４（月）  ●地域共同研究センター第１回産学官連携推進員会議 産学官（知財）

 ７／２（月）  ●地域共同研究センター第２回産学官連携推進員会議 産学官（知財）

 ７／２７（金） ●北海道中小企業家同友会オホーツク支部・連携プログラム委員会（北見） 外部会議 

 ８／２３（木） ●地域共同研究センター 第１回産学官連携推進員・協力員合同会議（網走） 産学官（知財）

 ９／１１（火） ●北海道中小企業家同友会オホーツク支部第２回連携プログラム委員会 外部会議 

 ９／１８（火） ●地域共同研究センター第３回産学官連携推進員会議 産学官（知財）

 １０／２２（月）●地域共同研究センター第２回産学官連携推進員・協力員合同会議（紋別） 産学官（知財）

 １１／２８（水）●北海道中小企業化同友会オホーツク支部「１１月例会」（ＣＲＣ、総合研究棟見学会） 産学官（知財）

 １２／３（月） ●地域共同研究センター第４回産学官連携推進員会議 産学官（知財）

 １２／２５（火）●産学官首長会議（北見） 学長参加 産学官（知財）

 

６－３ 地域との研究連携・技術者支援 

地域の産業支援、技術者の資質向上を目指した取組みも重要である。本学教員が参画し

ている市内の研究会（表６－３）は多数あるが、これらの活動から起業化、製品化あるい

は共同研究、外部資金獲得につながったものも多く、今後もこれらの連携を強める必要が

ある。 

 

表６－３ 大学関係者が参画する研究会など 

研究グループ名 
本学 

参加数 
主な検討事項 

テクノ 21 １人 異業種交流、商品開発 

産業クラスターオホーツク ３人 異業種交流、地域資源活用 

北見医工連携研究会 ３人 地域の医療関係者との連携 

電子自治体研究協議会 ３人 地域ＩＴ活性化支援 

北見 GPS・GIS 研究会 ５人 GPS・GIS の活用技術開発 

21 世紀水処理技術懇話会 １人 高度水処理に関する研究会 

美幌福祉機器研究会 ３人 水中リハビリシステムの開発 

フィンランド・キッピス会 ４人 フィンランドとの交易、国際交流 

オホーツク・テクノプラザ ２人 オホーツク圏の産業振興 

から松研究会 ３人 カラ松等の炭化物の活用 

NPO 北福人 １人 地域産業振興 

オホーツク産学官融合センター ３人 産業振興ワンストップサービス 

技術士会オホーツク支部 １人 技術士の啓蒙・普及 

ONEDO ２人 新エネルギー啓蒙普及 

 

 また、地域企業の技術力を底上げする事が地域の活性化にもつながる事から、特別講演

会、公開セミナーなど多く実施している（表６－４）。最近の取組みの中で注目する事業と

して、現代 GP に採択された「e－ラーニングを利用した技術者支援システムの構築」及び
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JST の科学振興調整費での「工学的農業クリエータ支援事業」がある。前者は携帯電話も利

用できる資格取得に向けた技術支援システムであり、後者は建築土木技術者などの農業へ

の参画を促す支援事業であり、今後の活用が期待されている（図６－４）。 

 

表６－４ 地域共同研究センターが主催したセミナーなど 

年  度 特別講演会 公開セミナー 

平成 16 年度 10 回 ３回 

平成 17 年度 16 回 ２回 

平成 18 年度 10 回 ６回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－４ 新時代工学的農業クリエータ人材創出プラン 

 

６－４ 技術移転活動 

法人化以降、特許は全て本学の権利となることもあって、特許性のある研究は学会発表

に先立ち地財本部などに事前協議することを求めている。その結果、特許出願件数、特許

取得が増大している。また、一部特許については譲渡もされるなどの成果を挙げている。

一方、地域企業の特許相談にも応じており、地方企業ほど特許で独自性を出すことが必要

であることなどを発信している。 

 研究成果の商品化支援も進めており、SVBL に採択されたテーマの多くが商品化に近いも

のを扱っている（図６－５）。これらは、地域共同研究センター内に設置されたオホーツク

産学官融合センターなどの支援を受けながら販路などの調査を行い、商品化を目指してい

る。 
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図６－５ ハマナスやミントを利用した商品開発 

 

 大学が関与したベンチャー企業は、法人化時点で３社あったが、その後は拡大していな

い（表６－５）。本年度新たにベンチャー企業を支援する企業組合（資料：組合組織）が学

内に設置されたが、大学人単独での企業化は、教育研究などの業務を犠牲にする場合もあ

り、難しいのが現状である。今後は民間人との協働体制を強めながら本学発信のベンチャ

ー創出の増大を目指したい。 

 

表６－５ 現在のベンチャー企業 

 企業名 設立年月 業種 

１ 北見情報技術(株） 2001 年５月 情報通信業 

２ (株)はるにれバイオ研究所 2002 年５月 製造業（ライフサイエン

ス） 

３ (株)オービス 

(旧社名：オホーツク位置情報サービ

ス) 

2003 年４月 情報通信業 

４ 北見産業医協働ｾﾝﾀｰ 2007 年６月 地域連携 

 

知的財産としての特許関係については、法人化後平成 19 年 12 月末までに本学が出願し

た特許 53 件、このうち登録された特許は９件、実用新案は１件、特許の権利を譲渡した件

数は９件となっている（表６－６）。 
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表６－６ 年度別特許等届出件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 27 -

７．研究評価制度と評価結果の概要 

 

７－１ 研究評価システム 

 本学は、平成14年に研究評価対応タスクフォースを設けて個々の教員の研究活動に対す

る予備調査を実施し、平成15年度には「大学評価・学位授与機構」に定められる基準によ

って評価した結果を学内に公表している。平成16年度には大学評価委員会を設置し、全教

員の教育研究活動等を包括的かつ定量的に把握するための評価基準（別添資料：北見工業

大学教員評価制度）を導入している。平成17年度以降は、この評価基準にもとづいて個々

の教員の教育研究活動を評価しており、現在まで過去３年間の評価結果を蓄積するに至っ

ている。なお、評価結果は学内外に公開するとともに、教育研究環境面での処遇のみなら

ず給与待遇面にも反映している。 

 教員評価基準は、i）教育（E）、ii）研究（R）、iii）大学活性化および社会貢献（A）

の３群で構成されており、それぞれの群は項目に分類され、各項目に目標値が示されてい

る。 

 

研究活動達成度（R）の評価式を次に示す。 

321 303040 r.r.r.R ×+×+×=  

r1：過去10年間における学術論文数の目標達成度 

 

r2：最近２ヶ年の研究業績の目標達成度（平成16年度のR2値に対する比） 

  ※但し、ここでは発表された論文業績にその論文の有するＩＦを乗じて重み付けした

上での計の比較をしている。 

 

r3：外部資金導入努力度（平成16年度のR3値に対する比） 

 

 

７－２ 研究活動の全学的推移 

過去３年間における研究活動評価値の推移を表７－１に示す。年度欄の上段には各項目

の達成度が示されており、下段には平成 16 年度を基準とする相対達成度（%）が示されて

いる。平成 16 年度における外部資金 r3を除けば過去３年間とも目標値（１）以上の値を達

成している。 

教員評価の実施を開始した平成 16 年度以降、研究活動達成度 Rは上昇傾向を維持してお

り、特に、平成 18 年度は、平成 17 年度の 2.7 倍という著しい達成度（119.6%）を示して

いる。 

 研究評価項目（r1，r2，r3）に注目すると、最近２ヶ年の研究業績 r2については、平成 17

年度には 115.2％であった達成度が平成 18 年度には 125.0％（1.7 倍）に上昇しており、そ

の結果，過去 10 年間の論文数 r1も 101.6％から 105.8％（3.6 倍）に上昇している。一方、

平成 18 年度の外部資金 r3は、平成 17 年度の 5.2 倍（33.7％）という著しい上昇を示して

いる。このように、平成 18 年度は全ての項目（r1，r2，r3）が平成 17 年度よりも向上して

おり、特に外部資金項目 r3 の大幅な増加が研究活動の達成度向上に貢献していることがわ

かる。 
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表７－１ 過去３年間における研究活動評価値の推移 

評価対象年度 研究活動評価項目 

 r1 r2 r3 R 

平成 16 年度 1.065 

100％ 

1.093 

100％ 

0.972 

100％ 

1.045 

100％ 

平成 17 年度 1.082 

101.6% 

1.259 

115.2% 

1.035 

106.5% 

1.121 

107.2% 

平成 18 年度 1.127 

105.8% 

1.367 

125.0% 

1.300 

133.7% 

1.251 

119.6% 

 

 図７-１は、平成 18 年度における研究活動達成度 R の分布を示している。分布状態は目

標値（平成 16 年度実績）あるいは平成 18 年度平均値を平均値とするような正規分布を示

さず、達成度 0.2～0.4 の範囲に最大値を持ち、達成度の高い方向に長い裾野を引くような

分布となっている。この図の例が示すように、本学においては、達成度 2.2 以上を獲得し

ている 20 名程度の教員が牽引力となって研究活動を展開している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－１ 研究活動達成度の分布（H18 年度） 

 

７－３ 研究活動の学科別推移 

１）研究活動達成度（R） 

 図７-２は，過去３年間における研究活動達成度 Rの推移を学科別に比較した結果である。

過去３年間の平均値を比較すると、Ｅ学科が他学科から突出した 2.3 程度の最高点を維持

しており、続いてＡ学科、Ｂ学科、Ｄ学科、Ｆ学科の４学科が 1.0～1.4 付近に位置してい

る。一方、Ｃ学科とＧ学科は目標値（平成 16 年度平均値）を下回る 0.5 付近を推移してい

る。 

 過去３年間の推移に注目すると、２ヶ年にわたって上昇を維持している学科はＡ学科，

Ｄ学科、Ｅ学科、Ｆ学科、Ｇ学科の５学科等であり、先に述べたように学科等によって研

究活動達成度のレベルに差はあるものの、これらの５学科等の研究活動は着実に向上して

いると判断できる。特に、平成 18 年度においてＡ学科が目標値（1.045）を超え、Ｄ学科

が 1.5 を超える値に到達した点が注目される。 
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図７－２ 研究活動達成度 Rの学科別比較 

 

２）過去10年間における学術論文数（r1） 

 図７-３は，各教員の過去 10 年間の研究業績を学科別に比較した結果である。10 年間の

研究業績であるため，平成 16 年度から平成 18 年度までの３年間で傾向が大きく変化する

ことはないが，Ｃ学科（甲分野），Ｃ学科（乙分野）での研究業績の蓄積が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－３ 過去10年間の学術論文数の学科別比較 

 

３）最近２ヶ年の研究業績（r2） 

 図７-４は，過去３年間における「最近２ヶ年の研究業績 r2」の推移を学科別に比較した

結果である。過去３年間の平均値を比較すると、Ｅ学科が他学科から突出して 3.4 付近と

なっている。続いてＤ学科が 1.8 付近の値で２番目に位置し、Ａ学科、Ｂ学科、Ｆ学科の

３学科が 0.8～1.2 付近に位置している。一方、Ｃ学科とＧ学科の２学科は目標値（1.093）

を下回る 0.5 付近を推移している。過去３年間の推移に注目すると、２ヶ年にわたって上

昇を維持している学科はＡ学科，Ｃ学科、Ｅ学科の３学科である。 
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図７－４ 最近２ヶ年の研究業績 r2の学科別比較 

 

４）外部資金導入努力度（r3） 

 図７－５は，過去３年間における外部資金導入努力度 r3 の推移を学科別に比較した結果

である。過去３年間の平均値を比較すると、Ｆ学科が 1.6 付近で、Ｅ学科（1.5）、Ｄ学科

（1.3）の２学科がそれに続き、Ａ学科とＢ学科の２学科が 1.0 付近に位置している。Ｃ学

科は 0.8 付近に位置している。Ｇ学科の研究分野は人文科学系や語学系であり、工学を研

究分野とする学科に比べて外部の競争的資金や共同研究・受託研究・奨学寄附金等の獲得

が難しいため、0.5 という低い値を示している。 

 過去３年間の推移に注目すると、平成 16 年度の時点で目標値（平成 16 年度平均値：0.972）

を達成した学科はＤ学科、Ｅ学科、Ｆ学科の３学科であったのに対して、平成 18 年度にお

いてはＡ学科、Ｂ学科を含む５学科に増えており、過去３年間における外部資金獲得に対

する全学的取組みの成果を見ることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－５ 外部資金導入努力度 r3の学科別比較 

７－４ 研究活動の職層別推移 

１） 研究活動達成度（R） 

図７－６は、研究活動達成度 R を職層に応じて教授、准教授・講師、助教の３群に分類

し、過去３年間の推移を職層別に比較した結果である。過去３年間の平均値を比較すると、

研究活動達成度は、教授の場合 1.5 付近，准教授の場合 1.05 付近，助教の場合 0.7 付近を

推移している。この研究活動達成度の順位は、それぞれの職層における研究指導資格（大
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学院指導資格）の違いによるものであるが、目標値（平成 16 年度平均値：1.045）に対す

る到達度という観点でみると、准教授・講師層が目標値付近に位置していることがわかる。 

過去３年間の推移に注目すると、全ての職層とも上昇傾向を維持しており、研究活動が

一定の職層に偏らずにバランスよく行なわれ、その結果として研究活動が向上しているこ

とを示している。特に、平成 18 年度における教授層の大きな伸長が注目される。 

 図７－７,７－８,７－９は、それぞれ、研究達成度 Rを構成する 10 年間研究論文 r1，最

近２ヶ年の研究業績 r2，外部資金導入努力度 r3の過去３年間の推移を職層別に比較した結

果である。過去３年間の平均値を比較すると、いずれの項目とも図６に示した研究活動達

成度 Rと同様の傾向を示しているが、職務経験年数に左右される過去 10 年間研究論文数 r1
（図７－７）を除けば，最近２ヶ年研究業績 r2（図７－８）と外部資金導入努力度 r3（図

７－９）は准教授・講師という立場であっても達成度向上が可能な項目であり，今後の努

力が望まれる。 

 過去３年間の推移に注目すると、教授の場合、２ヶ年にわたって上昇を維持している項

目は最近２ヶ年の研究業績 r2であり，平成 17 年度の下降から平成 18 年度の上昇に転じて

いる項目は過去 10 年間の論文数 r1，外部資金導入努力度 r3である。特に外部資金導入努力

度 r3 の上昇が顕著である。准教授・講師の場合、２ヶ年にわたって上昇を維持している項

目は最近２ヶ年の研究業績 r2であり，平成 17 年度の下降から平成 18 年度の上昇に転じて

いる項目は過去 10 年間の論文数 r1と外部資金導入努力度 r3である。特に、外部資金導入努

力度 r3の上昇が教授と同様に顕著である。助教の場合、全ての項目（過去 10 年間の論文数

r1，最近２ヶ年の研究業績 r2，外部資金導入努力 r3）が２ヶ年続けて上昇している。 

 以上の結果より、職層によって研究活動達成度のレベルに差はあるものの、過去３年間

の研究活動は順調に進捗していると判断することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－６ 研究活動達成度 Rの職層別比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－７ 過去 10 年間の学術論文 r1の職層別比較 
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図７－８ 最近２ヶ年の研究業績 r2の職層別比較 
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図７－９ 外部資金導入努力度 r3の職層別比較 

 

２）研究活動達成度の職層別分布 

 図７－10 は、平成 18 年度における研究活動達成度 Rを職層に応じて教授、准教授・講師、

助教の３群に分類しそれぞれの分布状態を示したものである。 

 教授（青色）の場合、その分布状態は、0.2～1.4 の範囲に分布を持ち 0.6 付近にピーク

を持つ第１集団、1.4～2.6 の範囲に分布を持ち 1.8 付近にピークを持つ第２集団、2.8 以

上の高い研究活動達成度 Rの範囲に位置する第３集団の３群で構成されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－10 研究活動達成度の職層別分布（平成 18 年度） 
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 准教授・講師（茶色）の場合、R = 0.4 の点を除けば 0～2.2 の範囲に分布を持ち 1.0 付

近にピークを持つ第１集団と 2.8 以上の高い研究活動達成度 R の範囲に位置する第２集団

の２群で構成されている。第１集団のピーク値 1.0 は目標値（1.045）に近い値であり、そ

の職種を考慮すれば適正な分布になっているといえる。研究活動達成度 R = 0.4 以下に 15

人存在することは今後の課題である。 

 助教（青色）の場合、研究活動達成度は、0～2.4 の範囲に分布し、0.8 付近にピークを

持っている。准教授・講師と同様、助教の分布もまた職務を考慮すれば適正な分布といえ

る。 

 

７－５ 学内昇任の状況 

 図７－10 に示したように、教授層、准教授・講師層、助教層の研究活動達成度 R の分布

は互いに重なり合っており、R ＝ 2.8 以上の高い研究活動達成度に位置する教授層と同等

の研究活動を行っている准教授・講師、あるいは准教授・講師の上位者と同等の研究活動

を行っている助教が存在する。本学では、教育研究活動において優れた実績を達成してい

る教員にインセンティブを与え、これら教員の研究活動をより一層促進させるために、基

本定員枠内で学内昇任人事を柔軟に行なっている。また、大学院担当資格の上位への変更

についても同様の措置を行なっている。各学科等から推薦された該当者については、各学

科等で定めている採用・昇任基準を参考にして学長がその資格要件を判断し役員会に提案

している。学内昇任および大学院資格変更の実績を表７－２に示す。 

 一方、大学院担当資格の実質化を図ることを目的として、平成 19 年度には、大学院担当

資格の降格も想定した「大学院担当資格再審査制度」（表７－３大学院担当資格再審査基準）

を定め、平成 19 年度に試行を実施している。 

 

表７－２ 過去４年間の学内昇任、大学院担当資格変更の実績 

年 度 教授昇任 講師・准教授昇任 大学院担当資格変更 

H15 ２ ２ ３ 

H16 １ ３ ０ 

H17 １ ２ １ 

H18 ２ ０ １ 
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表７－３ 大学院担当資格再審査基準 
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８．研究成果の状況 

 

 本学の研究成果（水準）を定量的に評価するための指針として、「国立大学法人における

教育研究の状況についての評価」を受ける際に提出を求められている「研究に関する現況

調査表」に記載されている基準を適用した。 

 すなわち、平成 16 年４月から平成 19 年３月の３年間に公表された研究業績の中から、

学術的意義または社会、経済、文化的意義のいずれかにおいて表８－１に示す上位２つの

区分（SS, S）に該当する研究業績を優れた研究業績として抽出した。なお、表１において、

「相応な水準」（B）とは、当該分野の専門家が判断して標準的な水準にあることを意味す

る。 

 

表８－１ 研究業績の区分 

区 分 学術的意義 社会、経済、文化的意義 

SS 当該分野において卓越した水準 貢献が卓越 

S 当該分野において優秀な水準 貢献が優秀 

A 当該分野において良好な水準 貢献が良好 

B 当該分野において相応な水準 貢献が相応 

C 上記の段階に達していない 上記の段階に達していない 

 

８－１優れた研究業績の選定 

 優れた研究業績の選定に際しては、第三者評価による評価結果や客観的指標等の根拠資

料を基に厳選することが求められているが、これらは分野によって異なり、想定する関係

者によっても異なる。そこで、本学では、根拠資料として次に示す指標に基づいて優れた

研究業績を選定し、いずれかの基準を満たす研究業績を抽出した。 

 

(a)IF（インパクトファクター）が 3.0 以上の学術誌に記載された研究業績 

 平成 16 年４月から平成 19 年３月の３ヶ年の間に学術誌、専門学術誌に掲載された本学

教員の研究業績の中から IF（インパクトファクター）を有するものを抽出し、その中で突

出して高い IF 値を有する Nature を除いて平均値を算出した結果、IF の平均値はおおよそ

1.27 となった。そこで、平均値の３倍程度である IF３以上を表８－１に示す上位２つの区

分（SS, S）に該当する優れた研究業績とみなした。 

(b) 500 万円以上の科学研究費補助金あるいは外部競争資金を獲得した研究課題 

 500 万円以上の研究費支給枠を有する科学研究費補助金として、基盤研究（S, A, B）と

若手研究（A）がある。また、平成 16 年度から平成 18 年度に本学が獲得した競争的外部資

金（科研費を除く）の１件当たりの平均額はおよそ 160 万円である。そこで、１件あたり

500万円以上の科学研究費補助金と外部資金平均額の３倍程度である500万円以上の外部資

金を獲得した研究課題に関する業績を上位２つの区分（SS, S）に該当する研究業績とみな

した。 

(c)本学の所有する特許あるいは譲渡した特許 

 （ただし、実用新案は含めない。） 

(d) 研究業績により得られた学会賞・学術賞・国際賞等（表８－２） 

（ただし、優れた研究業績の選定にあたっては、国際会議での best award 賞や学会支部

レベルでの受賞を除いている。） 

 

 以上の基準に基づいて優れた研究業績を選定した結果、28 件の研究業績（21 名の研究代

表者）がリストアップされた（表８－３優れた研究業績）。本学の助教以上の教員数は平成
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19 年 4 月時点で 154 名であるから、本学教員の約 14%が優れた研究成果を上げていると判

断することができる。この数値は、独立行政法人大学評価・学位授与機構が平成 12 年から

実施した分野別研究に関する試行的評価により得られた、「優れた研究業績（SS, S）に該

当する業績が 15%」という結果とほぼ一致している。 

 

 

表８－２ 年度別受賞者一覧 

平成 19 年度 

所属 学会名 論文等名 受賞名 

機械ｼｽﾃﾑ工学科  
吹雪障害防止のための新型高性能防雪柵の開

発  

文部科学大臣表彰 科学技術賞

（技術部門）受賞 

機械ｼｽﾃﾑ工学科 砥粒加工学会 
研削機構に及ぼす切れ刃トランケーションの

効果─理論的考察と実験的検証─ 
砥粒加工学会賞 論文賞 

電気電子工学科 日本電気協会 
自然環境下における電気設備問題に関する研

究 
第五十二回澁澤賞 

化学ｼｽﾃﾑ工学科 マテリアルライフ学会 
昇温溶離分別法を用いたポリプロピレンイン

パクトコポリマーの熱酸化劣化挙動の解析 

平成 19 年度マテリアルライフ学

会論文賞 

平成 18 年度 

所属 学会名 論文等名 受賞名 

情報ｼｽﾃﾑ工学科 GESTS 
Switched Ethernet Protocol for Industrial 

Hard Real-Time Communications 

GESTS Best paper award of this 

month 

化学ｼｽﾃﾑ工学科 Renewable Energy 2006 

Production of crystallized mesoporous 

carbon from lignocresol by nickel-catalyze 

Carbonization 

Best Poster Award 

土木開発工学科 土木学会 
道路利用者の視点から見た高速道路のプロフ

ァイルについて 
優秀論文賞 

機械ｼｽﾃﾑ工学科 日本機械学会 
Ｘ線回折法による生体骨組織内 HAp の結晶ひ

ずみ測定 
日本機械学会賞 

機能材料工学科 粉体工学会 
ラマン分光法による BaTiO3 ナノ粒子の誘電

特性の評価 
第 25 回粉体工学会論文賞 

機能材料工学科 粉体工学会 粉体工学会誌 第１４回 研究奨励賞 

平成 17 年度    

所属 学会名 論文等名 受賞名 

電気電子工学科 IEEE AP-S Japan Chapter 
M 分布と地域気候パラメータを用いた世界的

な降雨減衰分布推定法の提案 

2005 年度 IEEE AP-S Japan 

Chapter Young Engineer Award 

平成 16 年度 

所属 学会等名 論文等名 受賞名 

土木開発工学科 

土木開発工学科 

5th Symposium on 

Pavement Surface 

Characteristics 

(SURF2004) 

Basic study on the road roughness detectipn 

method using the second-generation wavelet 

transform 

The SURF2004 Excellence Award 

(PIARC SURF2004 Canadian 

Organizing Committee) 

機械ｼｽﾃﾑ工学科 
財団法人工作機械技術

振興財団 

CVD ダイヤモンド工具による超硬合金の精密

切削 
工作機械技術振興賞（奨励賞） 
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機械システム工学科 

機能材料工学科 
高温学会 

シラン化処理によるフッ素化カーボン複合溶

射皮膜の撥水性の改善 
高温学会論文賞 

電気電子工学科 応用物理学会 
ECR-RIBEを用いた窒化ガリウム系ナノ構造の

作製とそのデバイス応用 
応用物理学会講演奨励賞  

化学ｼｽﾃﾑ工学科 日本木材学会 
北海道における未利用森林資源の用途開発に

関する研究並びに地域産業発展への貢献 

地域学術振興賞（2004 年 8月受

賞） 

化学ｼｽﾃﾑ工学科 
日本分析化学会北海道

支部 

解離不活性金属キレートを用いる高性能分離

分析法の開発とその速度論的特性の解明 
2004 年北海道分析化学奨励賞 

機能材料工学科 日本化学会北海道支部
遷移金属触媒反応による有機ホウ素およびケ

イ素化合物の合成 
日本化学会北海道支部奨励賞 

 

 

 

表８－３ 優れた研究業績 

科学研究費申請補助金 分野・分科・細目 
評価項目 

連

番 
業  績  名 

所属重

点研究

部門 
分野 分科 細目名 IF値 

3 以上 

外部

資金 

特

許

等

受

賞

1 
高機能病院オーダリングシステム

(SuperMINT) 
情報科学 総合領域 人間医工学

医用システ

ム 
    ○  

2 

High-resolution record of Northern 

Hemisphere climate extending into 

the last interglacial period 

エネルギ

ー・環境
複合新領域 環境学 

環境動態解

析 
○ ○   

3 
バイオメタンのナノ炭素化技術及び

炭素系複合導電材料の開発 

エネルギ

ー・環境
複合新領域 環境学 

環境技術・環

境材料 
  ○   

4 
Likelihood-based method for 

detecting faint moving objects 
  数理系科学 天文学 天文学 ○     

5 
「知床」の雪氷環境・防災に関する研

究 
社会基盤 数理系科学

地球惑星科

学 

気象・海洋物

理・陸水学 
  ○   

6 

Calculation of nuclear magnetic 

shieldings using an analytically 

differentiated relativistic 

shielding formula 

  化学 基礎化学 物理化学 ○     

7 

Relativistic calculation of 

nuclear magnetic shieldings of 

xenon difluoride 

  化学 基礎化学 物理化学 ○     

8 

Laccase-catalyzed polymerization 

of lignocatechol and affinity on 

proteins of resulting polymers 

バイオ・

材料科学
化学 複合化学 

環境関連化

学 
  ○   

9 

A new lipoxygenase-mediated 

polymerization of phenolic lipids 

suggests a new mechanism for 

allergic contact dermatitis 

induced by urushiol and its analogs 

バイオ・

材料科学
化学 複合化学 

生体関連化

学 
  ○   
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10 
Paecilomyces tenuipes Samson  

  polysaccharide-part-2 

バイオ・

材料科学
化学 複合化学 

生体関連化

学 
  ○   

11 

A multiscale approach for modeling 

scale-dependent yield stress in 

polycrystalline metals 

バイオ・

材料科学
工学 機械工学 

機械材料・材

料力学 
○ ○   

12 
X線回折法による生体骨組織内Hapの

結晶ひずみ特性 

バイオ・

材料科学
工学 機械工学 

機械材料・材

料力学 
     ○

13 
Nano Indentation tests on 

diamond-machined silicon wafers 

バイオ・

材料科学
工学 機械工学 

生産工学・加

工学 
○     

14 

Determination of Flow 

Configurations and Fluid Forces 

Acting on Two Staggered Circular 

Cylinders of Equal Diameter in 

Cross-Flow 

  工学 機械工学 流体工学      ○

15 
EDLC 蓄電装置を用いた水素製造装置

併設型風力発電システムの安定化 

エネルギ

ー・環境
工学 

電気電子工

学 

電力工学・電

気機器工学 
    ○  

16 

Properties of Long Rod and Line Post 

Insulators for 33 kV Transmission 

Line in Wet-Snow Storm in January 

2004 

社会基盤 工学 
電気電子工

学 

電力工学・電

気機器工学 
     ○

17 

Epitaxial condition and polarity in 

GaN grown on a HfN-buffered Si(111) 

wafer 

バイオ・

材料科学
工学 

電気電子工

学 

電子・電気材

料工学 
○     

18 

Observation of gain-coupled 

distributed-feedback effects in 

V-groove InGaAs/AlGaAs 

quantum-wire arrays 

情報科学 工学 
電気電子工

学 

電子デバイ

ス・電子機器 
○     

19 

Single-mode single-polarization 

holey fiber using anisotropic 

fundamental space-filling mode 

情報科学 工学 
電気電子工

学 

電子デバイ

ス・電子機器 
○     

20 
コンクリート構造物の診断システム

及び診断方法 
社会基盤 工学 土木工学 

構造工学・地

震工学・維持

管理工学 

    ○  

21 
堆積構造の異方性が砂質土および粘

性土の擬似弾性係数に及ぼす影響 
社会基盤 工学 土木工学 地盤工学   ○   

22 
ドライビングシミュレータによる舗

装路面の乗心地・安心感評価 
社会基盤 工学 土木工学 

交通工学・国

土計画 
  ○  ○

23 
車両挙動に基づく舗装わだち掘れの

評価方法 
社会基盤 工学 土木工学 

交通工学・国

土計画 
  ○   

24 

Hydrogen permeation 

characteristics of multi-phase 

Ni-Ti-Nb alloys 

バイオ・

材料科学
工学 材料工学 

構造・機能材

料 
○ ○ ○  

25 

High hydrogen permeability in the 

Nb-Zr-Ni eutectic alloy containing 

the primary body-centered-cubic 

(Nb、 Zr) phase 

バイオ・

材料科学
工学 材料工学 

構造・機能材

料 
○ ○ ○  
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26 

Lattice expansion of clathrate 

hydrates of methane mixtures and 

natural gas、 Angew 

エネルギ

ー・環境
工学 総合工学 

エネルギー

学 
○ ○   

27 
タマネギの加工食品、及びその製造方

法 

バイオ・

材料科学
医歯薬学 薬学 環境系薬学   ○ ○  

28 
ハマナス類の花弁を用いた抗酸化剤

及びビタミン C安定化剤 

バイオ・

材料科学
医歯薬学 薬学 環境系薬学   ○ ○  

 

８－２ 研究成果の分析 

１）特記すべき研究 

 IF の特に高い専門誌に掲載された研究論文として、Nature（IF = 32.18）に掲載された

「High-resolution record of Northern Hemisphere climate extending into the last 

interglacial period」（工学、総合工学）と Astronomical Journal（IF =5.841）に掲載さ

れた「Likelihood-based method for detecting faint moving objects」（数理系科学、天

文学）の 2件が挙げられる。また、研究成果が特許取得に結実した研究業績として、「高機

能病院オーダリングシステム(SuperMINT)」（総合領域、人間医工学）、「EDLC 蓄電装置を用

いた水素製造装置併設型風力発電システムの安定化特許取得」（工学、電気電子工学）、「コ

ンクリート構造物の診断システム及び診断方法」（工学、土木工学）、「Hydrogen permeation 

characteristics of multi-phase Ni-Ti-Nb alloys」および「High hydrogen permeability 

in the Nb-Zr-Ni eutectic alloy containing the primary body-centered-cubic (Nb, Zr) 

phase」（工学、材料工学）、「タマネギの加工食品、及びその製造方法」および「花弁抽出

物を用いたα-アミラーゼ阻害剤、α-グルコシダーゼ阻害剤，グルコース阻害剤」（医歯薬

学、薬学）の計 7件が挙げられる。また、「花弁抽出物を用いたα-アミラーゼ阻害剤、α-

グルコシダーゼ阻害剤，グルコース阻害剤」（医歯薬学、薬学）はベンチャー企業化してい

る。 

２）研究分野別 

 本学は「人を育て、科学技術を広め、地域に輝き、未来を拓く」を理念とし、「高度化・

複雑化している科学技術の急速な進展の中で、個々の専門分野についての基盤的な技術、

知識を有するのみならず、学際領域や新しい分野の開拓にも柔軟に対応できる能力を持ち、

自然と調和した科学技術の発展と国際社会への対応も念頭においた技術開発を行い得る人

材を養成する」ことを使命としている。この理念と使命のもと、研究活動では「自然と調

和するテクノロジーの発展」をスローガンとして、北見工業大学の立地条件を活かした寒

冷域工学等に関する研究実績をさらに発展させるとともに、最先端の学問分野や学際領域

での研究も推進し、「個性に輝き，知の世紀をリードし、地域特色のある研究」を目指して

いる。 

 特に、寒冷域のエネルギー・環境、社会基盤技術に関する研究を一つの中心的な柱とし，

農業地帯に立地する工業大学としての役割も果たせるようバイオ・材料分野を強化するこ

とを目指している。更に、情報科学分野を核として、医学と工学、福祉と工学との境界領

域への進出に取組んでいる。 

 表８－４は、優れた研究業績を科学研究費補助金の申請区分に沿って分類した結果であ

る。分科に分類された研究成果の分布状況をみると、本学の教育研究組織を構成する６学

科（機械システム工学科、電気電子工学科、情報システム工学科、化学システム工学科、

機能材料工学科、土木開発工学科）のそれぞれに対応する分科において研究成果が上がっ

ている。また、本学が目指す工学との境界領域、すなわち、人間医工学分科、薬学分科に

おいても研究成果が上がっている。 
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表８－４ 科学研究費補助金の申請区分に基づく研究成果の分類 

分科名 分野 

記号 名 称 

優れた研究業績数 

総合領域 A 人間医工学 1 

複合新領域 B 環境学 2 

数理系科学 C 

D 

天文学 

地球惑星科学 

1 

1 

化学 E 

Ｆ 

基礎化学 

複合化学 

2 

3 

工学 G 

H 

I 

Ｊ 

Ｋ 

機械工学 

電気電子工学 

土木工学 

材料工学 

総合工学 

4 

5 

4 

2 

1 

医歯薬学 J 薬学 2 

計   28 

 

 

３）重点研究部門別 

 本学は、これまで南極越冬隊に６人も参加し、地域環境変動に関する研究を進めるなど、

寒冷域におけるエネルギー、環境、社会基盤に関する研究に特色を持っている。そこで、

これらの分野を中心に４つの重点研究部門（エネルギー・環境部門、バイオ・材料科学部

門、情報科学部門、社会基盤部門）を定め、学科横断的な研究組織である 14 の研究推進セ

ンターを各重点研究部門に設置している。 

 表８－５は、優れた研究業績を推進センター毎に分類した結果である。なお、研究推進

センターの記号（A,B,C,・・・）とセンター名の対応を表８－６に示す。表８－５におい

て、「他」は、研究推進センターに所属していない教員の成果を意味する。表８－５より、

優れた研究成果の 86％が重点研究部門でなされており、また、すべての部門に分布してい

ることがわかる。このことは、本学の重点研究部門制度が有効に機能していることを意味

している。ただし、部門毎の占有率を比較すると、バイオ・材料科学部門が 39％でトップ

を占め、続いて、社会基盤部門（21％）、エネルギー・環境部門（14％）、情報科学部門（11％）

と続いている。 

さらに、研究推進センターに注目すると、北方圏バイオ資源創成研究推進センター（H）

および寒地地震防災研究推進センター（M）の研究成果が他センター比べて特記すべき研究

成果を上げている。 

 

表８－５ 重点研究分野別に基づく研究成果の分類 

 エネルギー・環境 バイオ・材料科学 情報科学 社会基盤 他

研究推進 

センター 

A B C D E F G H I J K L M N O  

件数 2 1 0 0 1 2 2 5 2 1 2 0 4 2 0 4 

計 4（14％） 11（39％） 3（11％） 6（21％） 4 
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表８－６ 重点研究分野の構成 

研究推進センター等 重点研究部門 

記号 名 称 

エネルギー・環境 A 

B 

C 

D 

E 

未利用エネルギー研究センター 

オホーツク地域環境保全研究推進センター 

木質系バイオマスエネルギー高度利用研究推進センタ

ー 

地域密着型ガスハイドレート技術活用研究推進センタ

ー 

自然エネルギーシステム研究推進センター 

バイオ・材料科学 F 

G 

H 

I 

ナノ表面創成・加工研究推進センター 

先端的水素分離・精製研究推進センター 

北方圏バイオ資源創成研究推進センター 

医工連携研究推進センター 

情報科学 J 

K 

L 

地域活用型 U-ラーニング研究推進センター 

光・マイクロ波回路設計支援システム研究推進センタ

ー 

高度三次元可視化システム研究推進センター 

社会基盤 M 

N 

O 

寒地地震防災研究推進センター 

雪氷科学・防災・利用研究推進センター 

GPS・GIS 利用高度除雪システム研究推進センター 

 


